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                                       令和 8 年 6 月 1 日現在 

 

1 居宅介護支援事業の目的 

   指定居宅介護支援の事業に適正な運営を確保するために人員及び、管理運営に関

する事項を定め、事業所の介護支援専門員が、要介護状態にある高齢者等に対し、

適正な指定居宅介護支援を提供することを目的とします。 

 

 

2 事業所の運営方針 

   介護支援専門員は、利用者が要介護状態にあっても可能な限りその居宅において、

その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるように配慮し、利用者

の選択に基づき、適正な保健医療サービス及び福祉サービスが多様な事業者から、

総合的かつ効率的に提供されるよう、公正中立な居宅介護支援を行います。 

 

   ①利用者はケアプランに位置付ける居宅サービス事業者について、自由に選択する

ことができ、複数の事業者の紹介を求めることが可能です。また、当該事業者を

ケアプランに位置付けた理由を求めることができます。 

 

   ②集合住宅居住者(住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅等)にお

いて、特定の事業者におるサービス提供が入居要件であったとしても、集合住

宅と同一敷地内等の居宅サービス事業者のみを位置づけることはなく、利用者

及び家族の意思・意向を確認した上で、利用者又は家族の自己選択に基づき、

多種多様な事業者から適切にサービスが提供されるように支援します。 

 

   ③前 6 月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画

の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着型通所介護

（以下、「訪問介護等」）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占

める割合、前 6 月間に指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サー

ビス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サ

ービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが

占める割合（上位 3 位まで）等について利用者及び家族から要望があれば、説

明を行い、理解と同意を得ます。 

 

 

 

 

 

 

 



3 事業者（法人） 

 【1】事業者の名称   すまいるサポート株式会社 

 【2】事業者の所在地  沖縄県南城市字つきしろ 1739 番地 43  

 【3】代表者氏名    德盛 裕元 

 【4】電話番号     098－948－7765 

 【5】ＦＡＸ番号     098－948－7762 

 【6】設立年月日    平成 25 年 5 月 23 日 

 

  

4 居宅介護支援事業者（提供サービス） 

 【1】事業所の名称    ケアサポートセンターすまいる南城 

 【2】事業所の所在地   沖縄県南城市字つきしろ 1678 番地 225 

 【3】管理者の氏名    城間 江美子 

 【4】電話番号       098－988－4182 

 【5】ＦＡＸ番号       098－988－4183 

【6】介護保険事業者番号 4775600358 

【7】開設年月日     平成 27 年 1 月 1 日 

 

 

5 職員体制及び職務内容 

【1】管 理 者   1 名 （介護支援専門員兼務）  

    事業所を代表し、業務の総括にあたる。 

 

 

 【2】介護支援専門員 １名以上                   

    運営方針に基づく業務にあたる。 

     利用者 35 名またはその端数を増やす毎に 1 名を標準とする。 

 

     

6 営業日及び営業時間 

 【1】営業日    月曜日から金曜日（土曜日に関しては要相談） 

 【2】営業時間  午前 8 時 30 分から午後 5 時 30 分 

 【3】休 日    日曜及び 12 月 31 日から 1 月 3 日 

 【4】連絡体制  営業時間内の事業所への連絡および携帯電話への連絡 

 

 

7 事業の実施地域 

   南城市・八重瀬町・与那原町・南風原町・西原町に在住する方を主に対象としてい

ます。 

※上記以外の地域について相談に応じます。 

 



8 居宅介護支援サービスの内容 

【1】指定居宅介護支援の提供  

① 居宅サービス計画の作成  

② 居宅サービス事業者との連絡・調整  

③ サービス実施状況の把握・評価  

④ 利用者状態の把握  

⑤ 給付管理  

⑥ 要介護認定申請に対する協力・援助  

⑦ 介護保険施設への紹介  

⑧ 相談業務  

※具体的業務については別紙参照のこと。 

 

【2】要介護認定調査  

・指定居宅介護支援の業務とは別に、保険者から委託を受けた要介護認 

申請者の方の要介護認定調査を行います。 

 

9 利益収受の禁止 

【1】事業所は、居宅サービス 計画の作成又は変更に関し当該指定居宅介 

護支援事業所の介護支援専門員に対して特定の居宅サービス事業者 

等によるサービスを位 置付けるべき旨の指示等を行いません。  

 

【2】事業者、居宅サービス計画の作成又は変更に関し、利用者に対して特 

定の居宅サービス事業者等 によるサービスを利用すべき旨の指示等 

を行ません。 

 

【3】事業者は、居宅サービス計画の作成又は変更に関し、利用者に対して 

特定の居宅サービス事業者等 によるサービスを利用させることの対 

償として、当該居宅サービス事業者等から金品その他の財産上の利益 

を収受ません。 

 

【4】居宅介護支援に関するサービス利用料金について、全額介護保険より支払われま

す。但し、ただし、保険料の滞納により法定代理受領ができなくなった場合、１ヶ月につ

き要介護度に応じて下記の金額をいただき当事業所からサービス提供証明書を発行

いたします。このサービス提供証明書を後日保険者の窓口に提出しますと、全額払戻

を受けられます。（償還払い）  
 
 
 
 
 
 



10 利用料及び加算 

 【1】居宅介護支援に関するサービス利用料金について、全額介護保険より支払われ

ます。但し、ただし、保険料の滞納により法定代理受領ができなくなった場合、１ヶ

月につき要介護度に応じて下記の金額をいただき、当事業所からサービス提供証

明書を発行いたします。このサービス提供証明書を後日保険者の窓口に提出しま

すと、全額払戻を受けられます。（償還払い）  
 

 【居宅介護支援費Ⅰ】 

 取扱件数 40 件未満 

要介護 1・2     10,860 円／月 

要介護 3・4・5     14,110 円／月 

  【加算】 

初回加算     3,000 円／月 

特定事業所加算Ⅰ     5,190 円／月 

特定事業所加算Ⅱ     4,210 円／月 

特定事業所加算Ⅲ     3,230 円／月 

特定事業所加算 A     1,140 円／月 

入院時情報連携加算Ⅰ     2,500 円／月 

入院時情報連携加算Ⅱ     2,000 円／月 

退院・退所加算 〇カンファレンス参加 なし 

連携 1 回 4,500 円／月 

連携 2 回 6,000 円／月 

 

〇カンファレンス参加 あり 

連携 1 回 6,000 円／ 月 

連携 2 回 7,500 円／ 月 

連携 3 回 9,000 円／ 月 

ターミナルケアマネジメント加算     4,000 円／ 月 

小規模多機能型居宅介護事業所連携加算     3,000 円／ 月 

看護小規模多機能型居宅介護事業所連携加

算 

    3,000 円／ 月 

緊急時等居宅カンファレンス加算     2,000 円／ 月 

通院時情報連携加算      500 円／ 月 

処遇改善加算 2.1%／月 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

11 緊急時及び事故発生時について 

【1】利用者の病状に急変、その他緊急事態が生じたときは、速やかに利用者の家族及

び市町村、主治医に連絡する等必要な対応を行います。 

 

【2】利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が  発生した場

合には、損害賠償を速やかに行ないます。 

 

【事故発生時連絡先】 

報告窓口    沖縄県介護保険広域連合  

電話番号    098－911－7500（代表） 098－911－7502（業務指導係） 

FAX 番号   098－911－7506 

 

 

12 虐待防止について 

【1】  事 業 所 は、利 用 者 の人 権 の擁 護 ・ 虐 待 の防 止 等 のため、必 要 な体 制 の        

整備を行うとともに、従 業者に対し研修を実施する等の措置を講ずるよう努めま

す。 

 

 

13 ハラスメント対策 

【1】  事業所は職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくり

を目指します。 

【2】  利用者が事業者の職員に対して行う、暴言・暴力・嫌がらせ・誹謗中傷等の迷惑

行為、セクシャルハラスメントなどの行為を禁止します。 

 

ハラスメント相談窓口 

窓口担当者  

    ・德盛 裕元（すまいるサポート株式会社代表取締役） 

             

・玉城 良弘（すまいるサポート株式会社統括マネージャー） 

  

 

 

14 認知症ケア 

事業所は、認知症状のある利用者の個性を尊重するケアのため次の取みをおこなうもの

とする。 

【1】利用者に対する認知症ケアの方法等について、介護者に情報提供 

し、共に実践する。 

【2】認知症に関する正しい知識やケアを習得し、専門性と資質向上を 



目的とした研修を実施する。 

 

15 苦情処理の体制 

【1】窓口担当者  城間恵美子 

利用時間   営業日 午前 8 時 30 分から午後 5 時 30 分 

電話番号   098－988－4182 

ＦＡＸ番号  098－988－4183 

 

※利用者・家族からの苦情処理体制については、以下の通りで応対いたします。 

①利用者・家族 ②事業所（ケアサポートセンターすまいる南城） 

③管理者が調査を行い、原因及び状況を確認し、その改善の為の指導等を行います。 

④苦情報告書を作成します。 

今後の対応を利用者、家族へ説明します。 

 

【2】その他の相談、苦情受付窓口 

   ・南城市生きがい推進課            TEL：098－946－8985 

・与那原町役場福祉課             TEL：098－945－1525 

・八重瀬町役場社会福祉課          TEL：098－998－221 

・南風原町役場健康福祉課          TEL：098－889－7381 

・西原町役場介護支援課            TEL：098－945－4791 

    

・国民健康保険連合会の苦情相談受付窓口   

TEL：098－860－9026 

・沖縄県福祉サービス運営適正化委員会（県総合福祉センター3 階） 

 TEL：098－889－5704 

・沖縄県南部福祉保健所  

TEL：098－889－6351 

 

 

16 秘密保持  

ケアサポートセンターすまいる南城の介護支援専門員及び退職した職員は、正当な理由

がなくその業務上知りえた利用者又はその家族の秘密を漏らしません。 

 

 

17 内容及び手続の説明及び同意 

【1】ケアサポートセンターすまいる南城は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あら

かじめ、利用申込者又はその家族に対し、運営規定の概要、その他の利用者申し込みサ

ービスの選択に資する内容を記載した書面（重要事項説明書）の説明を行い同意を得て

１部交付いたします。 

【2】ケアサポートセンターすまいる南城は指定居宅介護支援提供の開始に際し、あらかじ

め利用者又はその家族に対し、ご利用者様が病院または診療所に入院する必要性が生



じた場合には、当該利用者に係る介護支援専門員の氏名及び連絡先を当該病院及び診

療所に本人及びご家族がお伝えする様にお願い致します。 

18 サービス・契約の終了及び解除について  

【1】  利用者が介護保険施設その他居宅介護支援の対象とならない施設に入所又は

入院した場合    

【2】  利用者について要介護認定が受けられなかった場合 

【3】  利用者が死亡した場合 

【4】  その他 ※具体的内容については別紙参照のこと。 

 

 

その他運営に関する重要事項 

【1】事業所の職員は、身分を証する書類を携行し、初回訪問時及び利用者又 

はその家族から求められたときは、これを提示するものとする。 

 

【2】事業所は、従業者の資質向上のために研修の機会を次のとおり設けるも 

のとし、また、業務の執行体制についても検証、整備する。 

 

① 採用時研修 採用後６ヶ月以内② 継続研修  年１回以上 

【3】この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は、事業者 

と事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 

 

19 業務継続計画（BCP） 

【１】  業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等  感染症や非常災害の発生時において、業務を

継続的に実施、再開するための計画を策定し、 必要な研修及び訓練を定期的に

開催するなどの措置を講じます。 

 

【２】  感染症の予防及びまん延の防止のための措置  感染症の発生及びまん延等に関

する取組の徹底を求める観点から委員会の開催、指針の 整備、研修の実施、訓

練（シミュレーション）の実施等取り組みます。 

 

 

２０自宅訪問（モニタリング・会議方法）について 

利用者の状態に応じてサービス事業所と連携する事で訪問による場合と同水準のモニタ

リングができたとの結果を踏まえて、少なくとも月 1 回の訪問によるモニタリングを原則と

しつつ人材有効活用及びサービス事業所との連携促進によるｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの質の向上の

観点から一定の要件を設けた上で状況に応じたテレビ電話装置（オンライン）を活用とし

たモニタリング・会議を行なう場合があります。 

【開催条件】 

・利用者の同意を得ている   

・サービス担当者会議において主治医、サービス事業所から合意が得られている 



・少なくとも 2 ヶ月に 1 回は利用者の居宅を訪問する 

 

重要事項説明同意書 

 

                     令和   年   月   日 

当事業者は、利用者に対する居宅介護支援サービスの開始にあたり、 

利用者にサービス内容及び重要事項の説明を行いました。 

 

  〈事業者の名称〉  ケ ア サ ポ ー ト セ ン タ ー す ま い る 南 城  

 

  〈事業者の住所〉  沖縄県南城市字つきしろ 1678 番地 225 

 

  〈説明者〉     氏 名                       印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私は、サービス内容及び重要事項について文書に基づき、事業所から説明を受

け、居宅介護支援サービスの提供開始に同意し１部交付を受けました。 

 

（利用者） 

  

 〈氏 名〉                                 印 

 

   

  〈住 所〉                                   

 

 

 （署名代行者） 

 

 

  〈氏 名〉                                  印 

 

                             続柄            

 

 

  〈住 所〉                                    

 

 



 

別紙 

介護支援業務の実施  

① 事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成関する業務を担当

させるものとします。  

② 指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はそ

の家族 に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行います。  

 

居宅サービス計画の作成について  

① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案作成に際しては、次の点に配慮します。  

・  利用者の居宅への訪問、利用者及びその家族に面接により利用者の置かれている環

境、立場の十分な理解と課題の把握に努めます。  

・  利用する居宅サービスの選択にあたっては、当該地域における指定居宅サービス事業

者等に関する情報を利用者またはその家族に提供します。  

・  介護支援専門員は、利用者に対して居宅サービスの内容が特定の種類、事業者に不

当に 偏るような誘導または指示を行いません。  

・  介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案が、利用者の実情に見合ったサービス

の提供となるよう、サービス等の担当者から、専門的な見地からの情報を求めます。 

② 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの

利用を 希望する場合には、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めます。  

③ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利用

料等の利用者のサービス選択に資する内容を利用者またはその家族に対して説明します。  

④ 介護支援専門員は、利用者の居宅サービス計画の原案への同意を確認した後、原案

に基づく居宅サービス計画を作成し、改めて利用者の同意を確認します。  

イ 利用者は、介護支援専門員が作成した居宅サービス計画の原案に同意しない場合に

は、 事業者に対して居宅サービス計画の原案の再作成を依頼することができます。  

 

サービス実施状況の把握、評価について  

① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後において、居宅サービス計画の実施

状況の把 握（以下「モニタリング」という。）を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変

更、指定 居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行います。  

② 上記の把握に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との 

連絡を継続  的に行うこととし、少なくともひと月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用

者に面接するとともにひと月に１回、モニタリングの結果を記録するものとしますが状

況に応じてオンラインでのモニタリングに切り換えます。条件等に関しても第 20 条に

記載していますので確認お願いします。 

③  介護支援専門員は、居宅サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利用

者の状態 を定期的に評価します。  

 

④ 介護支援専門員は、その居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断した

場合、 または利用者が介護保険施設への入院または入所を希望する場合には、事業者



は利用者に介 護保険施設に関する情報を提供します。  

居宅サービス計画の変更について 

 事業者が居宅サービス計画の変更の必要性を認めた場合、または事業者が居宅サービ

ス計画の 変更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サー

ビス計画の変更を、 この居宅介護支援業務の実施方法等の手順に従って実施するもの

とします。  

 

 給付管理について  

事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国民

健康保険団体連合会に提出します。  

 

 要介護認定等の協力について  

① 事業者は、利用者の要介護認定または要支援認定の更新申請および状態の変化に

伴う区分変 更の申請が円滑に行われるよう必要な協力を行います。  

② 事業者は、利用者が希望する場合は、要介護または要支援認定の申請を利用者に代

わって行います。  

 

 居宅サービス計画等の情報提供について 

利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合には、利用者の居宅サービス

計画作成が円滑に引き継げるよう、利用者の申し出により、居宅サービス計画等の情報

の提供に誠意をもって応じます。 

 

次のいずれかの事由が発生した場合は、この契約は終了するものとします。 

 ご利用者または、ご家族の非協力など双方の信頼関係を損壊する行為に、改善の見込

みがない場合や、社会通念を超えたと思われる苦情やハラスメント行為などにより、当事

業所及び介護支援専門員の通常の業務遂行に支障がでていると判断した場合には、市

町村高齢福祉課及び、地域包括支援センターへ相談を行い、契約を解除させて頂くこと

があります。       

以下のような行為があり、ハラスメントと該当するとみなされる場合契約を解除致します。          

・暴力又は乱暴な言動、無理な要求 

（物を投げつける、刃物をむける、手を払いのける、殴る、押す等） 中傷等の迷惑行為        

・セクシュアルハラスメント（体を触る、手を握る、性的な卑猥な言動 等）          

・その他（個人の携帯番号を聞く、ストーカー行為） 
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